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監 査 報 告 

 

独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第 19条第４項及び同法第 38条

第２項の規定に基づき、国立研究開発法人産業技術総合研究所(以下「研究所」と

いう。)の平成 29事業年度（平成 29年４月１日～平成 30年３月 31日）の業務運

営、事業報告書、財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関する書類

（案）、キャッシュ・フロー計算書、行政サービス実施コスト計算書及びこれらの

附属明細書）及び決算報告書について監査 1を実施し、その方法及び結果を取りま

とめたので、以下のとおり報告する。 

 

Ⅰ 監査の方法及びその内容 

この監査報告は、以下のプロセス、方法に基づき、研究所の当該事業年度に係

る業務運営、事業報告書及び財務諸表等の監査を行い、作成した。 

 

１ 監査計画の策定と監査準備等 

平成 29事業年度監事監査計画書に基づき、理事長、理事、領域長、事業組

織の所長及び事業所長、監査部門等、評価部門等その他職員（以下「役職員等」

という。）と意思疎通を図り、情報の収集及び効率的な監査実施に向けた環境

の整備に努めた。 

その際、特に研究所の業務運営として重要なコンプライアンスの推進及び

業務システム改革の運用状況、研究所の情報セキュリティ対策の推進状況並

びに平成 29事業年度は第４期中長期目標期間の３年度目を迎え、目的基礎研

究及び橋渡し機能の強化、地域連携活動の強化、人材育成等の施策の本格的な

運用を開始していること、新研究連携拠点の整備など更なる施策を拡大し展

開していること、また、平成 28 年 10 月に研究所が特定国立研究開発法人の

指定を受け、世界最高水準の研究開発成果に向けた施策が期待されているこ

とから、これらの進捗状況を重点項目とした。 

 

２ 職務の執行状況等調査 

理事会その他重要な会議に出席し、役職員等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて理事・領域長及び関係部署の管理者、責任者等

から職務の執行状況の説明を求めた。 

 

                                                   
1 平成 29 事業年度における監査は、在任監事２名の両名で定めた監査の方針、職務の分担等に従

い実施した。 



別紙 

 
 

2 
 

３ 監査の実施と通則法に定める書類及び理事長決裁に係る法人文書の調査 

研究所の組織における業務の運営、財産の状況等の監査及び経済産業大臣

に提出する書類を調査した。また、理事長決裁に係る全ての法人文書及び規程

の新設・改正に係る法人文書を調査した。 

 

４ 内部統制システムの整備及び運用状況の調査 

役員（監事を除く。以下「役員」という。）の職務の執行が通則法、研究所

法又は他の法令に適合することを確保するための体制、その他法人の業務の

適正を確保するための体制（以下「内部統制システム」という。）について、

役職員等からその整備及び運用の状況について報告を受けた。また、運用状況

を客観的に監査等した部署等 2から監査結果の報告を受け、必要に応じて説明

を求めた。 

 

５ 会計監査人監査の適正性等調査 

当該事業年度に係る財務諸表及び決算報告書(以下「財務諸表等」という。）

を検証するに当たって、事前に会計監査人による監査計画及び重点監査項目

の説明及び期中での経過報告を受け、必要に応じ意見交換を実施した。 

また、期末監査の実施時においては、会計監査人が独立の立場を保持し、か

つ、適切な監査を実施しているかを監視及び検討するとともに、会計監査人か

らその職務の執行状況について平成 30 年６月 27 日に報告を受け、必要に応

じて説明を求めるとともに、証跡の提出を求めた。 

会計監査人から会社計算規則第 131 条で定める「会計監査人の職務の遂行

に関する事項」と同様の事項 3の通知を平成 30年６月 27日に受け、必要に応

じて説明を求めた。 

 

Ⅱ 監査の結果 

１ 研究所の業務が、法令等に従い適正に実施されているかどうか及び中長期

目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているかどうかについ

ての意見 

 

研究所の業務は、関係諸法令及び研究所業務方法書その他の諸規程等を遵

                                                   
2  監査室（内部監査）、業務推進支援部（個人情報保護に関する監査、法人文書点検）、国際連携

室（安全保障輸出管理監査）、情報基盤部（情報セキュリティ監査、セキュリティ診断） 
3 同様の事項は、①独立性に関する事項その他監査に関する法令及び規程の遵守に関する事項、

②監査、監査に準ずる業務及びこれらに関する業務の契約の受任及び継続の方針に関する事項、

③会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制に関するその他の事項を

いう。 
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守のうえ、第４期中長期計画及び平成 29年度計画に従い適法に実施され、ま

た、中長期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているもの

と認める。 

特に、平成 29事業年度においては、第４期中長期目標期間の３年度目を迎

え、目的基礎研究及び橋渡し機能の強化、地域連携活動の強化、人材育成等の

施策を拡大し展開しているとともに、平成 28 年 10 月に研究所が特定国立研

究開発法人の指定を受けたことにより、世界最高水準の研究開発を目指した

業務運営に取り組んできた。 

平成 29 事業年度における主な取り組みとして、以下の活動があげられる。 

 

（１）目的基礎研究の強化 

大学との連携では、平成 29 年度末には７大学とのＯＩＬ（オープンイ

ノベーションラボラトリ）に、九州大学との連携を加え８大学へと連携大

学数が増加している。ＯＩＬの増加とともに、ＯＩＬの課題解決・研究・

運営の方向性を統括する部署として企画本部内にＯＩＬ室を設置し、連携

活動の推進、ガバナンスの強化を進めた。また、平成 30 年６月には８大

学との連携を一堂に紹介、産業界へのアピールを目的に合同シンポジウム

を開催している。人材活用・育成面ではクロスアポイントメント（ＣＡ）

やリサーチアシスタント（ＲＡ）の大幅増加、160余報の論文発表、７億

円を上回る外部資金の獲得など、これまでのＯＩＬの活動実績の報告とと

もに、ＯＩＬ活動の認知度の向上を図っている。 

 

（２）橋渡しの強化 

研究所内に企業名を冠した連携研究室（冠ラボ）の拡充が大きな推進力

となっている。平成 29 年度に新たに３社との冠ラボを立ち上げ、総冠ラ

ボ数は８社に達している。これは研究所経営陣、領域、マーケティング担

当部署の連携によるマーケティング活動の強化の賜物である。また、運営

に関しては、イノベーション推進本部内に大型連携室を設置し、関係領域

との意思疎通を図りつつ、制度運用など企業ニーズへの柔軟な対応を進め

ている。さらに、各冠ラボでは、実績評価、課題への取り組みなど企業と

の相互理解を重視した運営を行っている。企業への定期的な報告会を実施

し、冠ラボの有効性の確認や相互理解を深化させることにより、冠ラボは

当初の３年間にとどまらず、期間延長、新たな研究テーマの設定など、発

展的展開を図っている。 

また、中小企業も含めた多様な企業ニーズに応えるため、研究所の持つ

知見、ノウハウを広く産業界に橋渡しする取り組みの一環として「技術コ
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ンサルティング制度」のさらなる活用を推進している。技術コンサルティ

ングによる資金獲得額は、平成 28年度比で約 80％増、件数では同 50％増

と大幅に増加している。 

 

（３）地域中核企業との連携強化 

地域連携では、地域の産業集積などの特徴を踏まえて重点化研究テーマ

（看板）を設定し、地域センターとつくばセンターとの連携による「オー

ル産総研」を旗印に、最高水準の研究成果を求めて活動している。地域中

核企業との連携では、41 都道府県の公設試験研究機関職員 100 余名に加

え、総勢 160余名のイノベーションコーディネータ（ＩＣ）を軸に、ニー

ズの把握と研究所の知見とのマッチングを進めている。平成 29年度には、

65件（目標 50件の 130％）の連携研究を実現している。 

さらに中小企業に特化した連携コーディネータ（ＳＣＥＴ）を指名し、

地域中小企業の技術力の強化を目的として、戦略的基盤技術高度化支援事

業（サポイン事業）などの公的資金獲得アドバイスや研究計画立案などの

支援に努めている。 

 

（４）技術マーケティング力、企業連携の強化 

ＩＣ網の拡充に加え、テクノブリッジフェア（ＴＢＦ）の多様化を進め

ている。新たな試みとして、平成 30 年１月には、「計測・分析フェア ｉ

ｎ 京都」、３月には「アグリテクノフェア ｉｎ 北海道」を開催した。前

者は計測分野集中型とし研究所全領域の連携により、関連企業の集中する

京都・関西地区で開催し、新規テーマや大型連携の掘り起こしを実現した。

後者は国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構）と

初めての共催であり、北海道を中心とした関係機関との連携や農業関連分

野や食品関連分野における連携機会を探ることに大きな意義があった。 

 

（５）コンプライアンス、ガバナンスの強化 

理事長主導型のメカニズムの確立・運用強化を進めている。コンプライ

アンス案件については理事長を委員長とするコンプライアンス推進委員

会に毎週報告され、対応処理される。緊急重要案件は発生当日中に報告さ

れ、対応策を指示する体制となっている。理事長からの指示は、議事録に

残され、案件ごとの対応状況は完了するまで毎週報告される。また、監事

に対しても毎週、委員会と同様の報告がされる体制となっている。 

ガバナンスの強化には職員の意識付けが大きな効果をもたらす。啓蒙活

動については、年度初頭の理事長訓示、９月の「第４期中長期計画中間点
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を迎えて」などの訓示のほか、平成 29 年度は各地域センター及びつくば

センターで職員と直接語り合うタウンホールミーティングを計９回開催

している。「科学と社会」、「研究所のあり方」、「ダイバーシティ、女性の

働き方」、「地域センターの貢献」、「事務職員のモチベーション」など多岐

にわたるテーマで、職員と理事長との直接討論を実施している。現場との

コミュケーション、意識改革を通じ、第４期中長期目標の達成、課題への

対応などガバナンスの強化を図っている。 

さらに平成 29年 12月、国立研究開発法人協議会においてコンプライア

ンス専門部会の立ち上げを提案し、研究所が初代の部会長を務め、他法人

との相互の協力関係の強化の先導役として国立研究開発法人のコンプラ

イアンスに関する諸課題の討議、横展開を進めている。 

 

（６）研究人材の拡充・育成の推進 

ＣＡ、ＲＡ人員の増加があげられる。特にＯＩＬの拡充を牽引力に、Ｃ

Ａは 56人と前年比約 1.3倍、ＲＡは 268人と同比約 1.5倍に達している。

またイノベーションスクールではプログラムの多様化を進め人材育成ニ

ーズに対応している。10 年にわたる同プロジェクトの卒業生が一堂に会

する同窓会の開催など、人的関係の強化に努めている。さらに「修士採用

枠の拡大」や５年間全く新しいテーマに挑戦できる「エッジランナーズ制

度」を活用し、平成 29 年度は５件の研究課題を採択し研究を推進するな

ど、若手研究者の育成に努めている。 

一方多様な人材の確保という観点から、女性、外国人研究者の活用を中

心にダイバーシティの推進に注力している。女性活躍推進法行動計画の各

施策の中で、大学等の外部イベント参加及びキャリア支援活動等を通じて

積極的に研究所の魅力をアピールした結果、女性研究者の応募者が倍増

（56 名から 103 名）したことにより、優秀な女性研究者の採用に繋がる

ことが期待される。 

 

（７）平成 28年度、平成 29年度補正事業の推進 

平成 28 年度補正事業において、柏拠点の一部として、ＡＢＣＩクラウ

ドサーバーの設置、東京大学柏Ⅱキャンパス及び臨海副都心センターにＡ

Ｉ技術とものづくり技術の融合による最先端の研究開発や社会実装を産

学官連携で強力に推進するハブとなる研究拠点の整備を進めてきた。いず

れも事故繰越が承認され、平成 30 年度中に竣工し、人工知能に関するグ

ローバル研究拠点として研究開発が開始される予定である。また老朽化対

策は着実に遂行し、特に空調設備改修において平均 30％のエネルギー消
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費量を低減できる機器に更新した。 

さらに平成 29 年度補正事業において、高機能ＩｏＴデバイスに関する

研究拠点として西事業所に新たにクリーンルームを整備する予定である。 

 

（８）業務改革の推進 

理事長主導のもとに業務改革推進室を設置し、業務フローベースの業務

改善への取り組み、ボトムアップ及びトップダウンからの業務改善提案な

ど、制度・手続等の見直しや全組織参加による職場改善活動を実施してい

る。これらの状況を毎週の幹部連絡会において改善策の概要、効果、進捗

状況を報告し、改善策の見える化を行うなどにより、実効性を高め、組織

一丸となった取り組みを進めている。 

 

（９）キログラム定義改定への歴史的貢献 

キログラムは、世界に 1つしかない分銅「国際キログラム原器」の質量

と定義されている。しかし、国際キログラム原器の質量は、長期的には表

面の汚染などによって変動してしまうことがわかってきたため、普遍的な

基礎物理定数に基づいた定義に改定すべく、科学技術データ委員会（ＣＯ

ＤＡＴＡ）は、プランク定数の値を決定した。この決定に関し、研究所（日

本）、アメリカ、ドイツ、カナダ、フランスの５か国のみが寄与したもの

であり、研究所が 130年ぶりのキログラムの定義改定に大きく貢献したこ

とは歴史的な成果と言える。 

 

理事長は、研究所の第４期中長期目標期間のミッションを、①イノベーショ

ンの基となる目的基礎研究を強化すること、②その技術的成果を産業界に橋

渡しをすること、③将来のイノベーション創出を担う人材の活用と育成を推

進すること、及び、④地域連携の促進にも積極的に取り組むこととし、さらに

は、特定国立研究開発法人としてのミッションを内外に周知するとともに、研

究所のコンプライアンス推進体制の強化、リスク管理及び内部統制等に関し、

トップマネージメントとして指導力を強く発揮していることを認める。 

 

２ 研究所の役員の職務の執行が法令等に適合することを確保するための体制、

その他研究所の業務の適正を確保するための体制の整備及び運用についての

意見 
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通則法第 28 条第２項 4に基づき、研究所の業務の適正を確保するための体

制等を追加した研究所業務方法書の内部統制システムについては、より実効

性のある内部統制システムへと進化させていることから、平成 29事業年度中

の業務運営における内部統制システムの整備及び運用は適正に実施されてい

るものと認める。 

また、内部統制システムに関する理事長の職務の執行について、指摘すべき

重大な事項は認められない。 

 

３ 研究所の役員の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令等に違反する重大

な事実があったときは、その事実 

 

役員の職務の執行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な事実は

認められない。 

 

４ 財務諸表等についての意見 

（１）財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、行政

サービス実施コスト計算書及びこれらの附属明細書）は、独立行政法人会

計基準及び一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成されて

おり、研究所の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政

サービス実施コストの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

 

（２）利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

 

（３）決算報告書は、理事長による予算区分に従って、一定の事業等のまとま

りごとに決算の状況を正しく示しているものと認める。 

 

（４）会計監査人は、財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る独立行政法人の会計の基準に準拠して、研究所の財政状態、運営状況、

キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実施コストの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める旨の「無限定適正

                                                   
4 通則法第 28条第２項：業務方法書には、役員（監事を除く。）の職務の執行がこの法律、個別

法又は他の法令に適合することを確保するための体制その他独立行政法人の業務の適正を確保す

るための体制の整備に関する事項その他主務省令で定める事項を記載しなければならない。 
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意見 5」を付している。 

会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査については、監査の

方法及びその内容、会計監査の結果報告は相当であると認める。 

 

５ 事業報告書についての意見 

 

平成 29年度事業報告書は、法令に従い研究所の業務の状況を正しく示して

いるものと認める。 

 

６ 監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由 

 

該当事項なし。 

 

Ⅲ 独立行政法人改革等に関する基本的な方針等過去の閣議決定において定めら

れた監査事項についての意見 

１ 総論 

閣議決定等に基づき独立行政法人を対象とした政府及び行政改革実行本部

等からの要請（給与水準の適正化、研究所の長の報酬水準、契約の適正化、保

有資産の見直し、情報開示及び公益法人等への会費等支出など）に係る措置に

ついては、それぞれ適切に対応されているものと認める。 

 

２ 個別事項 

（１）給与水準の適正化 

研究所の役員の報酬等については、その役員の業績が考慮されなければ

ならないとする通則法第 50 条の２の趣旨を踏まえ、理事長の業績反映額

は、経済産業大臣の業績評価により、また、その他の役員にあっては経済

産業大臣の項目別の業績評価及び業務に対する貢献度を総合的に勘案し

決定されており、その報酬水準は妥当であると認める。 

また、職員の給与等についても、その職員の勤務成績が考慮されなけれ

ばならないとする通則法第 50条の 10の趣旨を踏まえ、人事院の給与勧告

等を考慮して決定するとともに、毎年度行う目標設定管理型短期評価と一

定の評価対象期間を経て行う長期評価からなる個人評価制度による業績

評価を踏まえ決定されており、その給与水準は妥当であると認める。 

                                                   
5 無限定適正意見とは、財務諸表監査等の監査人による監査において表明される意見の一つで、

一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って監査を実施した結果として、監査対象となった

財務諸表等について虚偽記載等が発見されず、記載内容が妥当であるという相当の心証を得た場

合に表明される監査意見をいう。 
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職員の給与水準の適正化に係る具体的な改善策と数値目標を内容とす

る取組については、着実に実施されてきたことにより、平成 29 年度にお

いては、①事務・技術職員は対国家公務員指数 101.4（前年度 102.6）、②

研究職員は対国家公務員指数 102.5（前年度 103.3）となっている。 

さらに、研究所の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表については、

総務省のガイドラインに則り、国家公務員及び他の独立行政法人の役職員

と比較ができる形で判りやすく公表されているものと認める。 

 

（２）理事長の報酬水準 

研究所は、我が国最大級の公的研究機関として、鉱工業の科学技術に関

する研究及び開発等の業務を総合的に行い、基盤的研究から実用化研究ま

で一体的かつ連続的に、広範な分野において取り組んでいる。さらに、産

業技術政策の中核的機関として、革新的な技術シーズを事業化につなげる

「橋渡し」機能の強化等に先行的に取り組むことに加え、特定国立研究開

発法人の指定により世界最高水準の研究開発を進める役割も担っている。 

理事長は、これら高度で多様な業務を総理し、世界最高水準の研究とそ

の成果の橋渡しをするために、幅広い知識と経験による高いマネージメン

ト能力とリーダーシップを発揮し、牽引することが求められる。 

理事長の報酬は、独立行政法人整理合理化計画（平成 19 年 12 月 24 日

閣議決定）による要請を継続して踏襲し、国家公務員指定職俸給表の事務

次官の給与の範囲内としていることから、報酬水準は妥当であると認める。 

 

（３）契約の適正化（随意契約の適正化を含めた入札・契約の状況） 

調達に関する閣議決定及び総務大臣の通知に基づき、研究所では研究開

発業務の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・透明性を確保

しつつ自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、平成 29 年度

調達等合理化計画を定め、①適切な随意契約に向けた取り組み、②一者応

札・応募の低減に向けた取り組み等を重点的に取り組むべき項目として掲

げて、調達業務を推進してきた。 

これら平成 29 年度における各事業所の契約担当職の契約に関し、随意

契約の妥当性、一般競争入札等における契約の状況及び一者応札・応募の

改善への取り組み状況について監査するとともに、研究所に設置している

契約監視委員会でも平成 29年 12月４日の他、平成 30年５月 29日、６月

11 日の計３日間にわたり、研究所全体の随意契約の妥当性及び一般競争

入札等の契約の点検及び平成 29 年度調達等合理化計画の自己評価の点検、

平成 30 年度同合理化計画策定の点検並びに特定国立研究開発法人特例随
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規定化し拡大したこと及び民間企業での調達等の経験者である契約審査

役の増強、同審査役による迅速な契約審査や同審査役を講師とする調達に

関する講習会による人材育成などによって、契約工程の短縮化など、効率

化を進め、迅速かつ効果的な調達を実現している。また、平成 29年 10月

からは特定国立研究開発法人に認められた「特例随意契約」の運用を他法

人に先駆けて開始した。調達に関するガバナンスの徹底を図るとともに公

開見積競争を原則とする随意契約方式を導入した。 

 

随意契約による効率化を推進するに当たりガバナンスの強化が非常に

重要である。研究所では、契約審査役による随意契約の事前点検及び契約

担当職による二重チェック体制を確立し、公正性、透明性を確保したうえ

で運用しているほか、契約権限の明確化、公平性・透明性・競争性の確保

向上への取組、適正な検収、不祥事発生の未然防止・再発防止のための取

組など、適切な随意契約や一者応札・応募の低減に向けた取り組みを継続

し、契約の更なる適正化を推進していることを認める。 

このような状況下において、政府は特定国立研究開発法人による研究開

発等を促進するための基本的な方針（平成 28年６月 28日閣議決定）にお

いて「同法人の物品及び役務の調達は、その研究開発が国際的な競争の中

で行われていることから、迅速かつ効果的に行うことが極めて重要であ

る。」として、当該方針の一部を変更（平成 29年３月 10日閣議決定）、研

究開発に直接関係する 500万円以下の物品及び役務の調達に限り、ガバナ

ンス強化等の措置を講じ、研究開発成果の早期発現及び向上が期待でき、

かつ、競争性及び透明性が確保されていることを条件に、新たな随意契約

方式（特定国立研究開発法人特例随意契約）の仕組みを構築し、導入する

ことを可能にした。研究所においては、平成 29年 10月より本制度を導入

し、その結果、半年間での契約実績は 891件、調達請求から契約相手先決

定までの期間を平均 22日（一般競争入札では約 40日）にするなど効率化

を目的とした政府決定の効果が十分に発揮されている。 

 

（４）保有資産の見直しについて 

企業等との連携強化に伴い新規に第４期スペース利活用方針を策定し、

スペースの有効利活用を積極的に進めるとともに、施設維持管理費の削減

を目的としたスペース利活用推進体制の推進により、研究所が保有する土

地・建物等については、経営的な視点から常時見直しを図り、研究開発を

継続するうえで有効かつ効率的な資産保有状況であることを認める。 

また、研究所では効率的な配置及び研究スペースの集約化を進めるため、
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毎年度「施設整備計画」を策定し、老朽化した建物等施設の閉鎖・解体等

を計画的に実施するとともに、平成 29 年度に閉鎖・解体等した建物等施

設については、適法に処理され財務諸表に正しく記載していることを認め

る。 

さらに、減価償却計算における償却可能限度額「残存価額１円」までの

償却とする新たな減価償却計算への変更を実現した。他の特定国立研究開

発法人に合わせ統一された計算基準による資産総額を明らかにすること

で、適切な情報開示に基づく説明責任を果たすことができるとともに、共

同研究等の増加に伴う民間企業等連携強化に伴い増大する資産譲渡手続

きの効率化に資するものである。 

 

（５）研究所の情報開示について 

研究所の情報開示については、国民の情報へのアクセスを容易にするた

め研究所のウェブサイトに、①附帯決議等を踏まえた総務省通知に基づく

情報公開の項目の他、②独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律に基づく公表事項、③独立行政法人通則法に基づく公表事項、④その他

の法令、ガイドライン等に基づく公表事項に区分し、情報開示統轄部署に

おいて各責任部署より必要となる情報を受け、精査したうえで適時適切に

開示していることを認める。 

 

（６）公益法人等への会費等支出について 

行政改革実行本部において決定された「公益法人等への会費支出の見直

し」において規定されている、見直しの基本原則及び会費の見直し・点検

の趣旨を踏まえ、その必要性を厳格に精査し支出の是非を判断してきた。 

また、公益法人等に対し会費（年 10万円未満のものを除く。）を支出し

た場合は、四半期ごとに支出先、名目・趣旨、金額等の事項を研究所のウ

ェブサイトにおいて公表していることを認める。 

 

Ⅳ その他政府等からの要請事項への対応 

１ 研究所の情報セキュリティ対策等について 

社会的に標的型メールや不正アクセスなどのウィルス感染による個人情報

の大量流出事案や日本の研究機関を狙ったサイバー攻撃が相次いでいる。 

研究所では平成 30年２月に外部からサイバー攻撃を受けている事態が発覚

した。このサイバー攻撃への対応報告及び再発防止のために今後取り組む対

策等について、以下のとおり検討されている。 
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（１）サイバー攻撃への対応 

今回のサイバー攻撃に対して、先ずは、研究情報、個人情報等の重要情

報の流出を避けるためにネットワークの遮断を迅速に進め、被害拡大の防

止を図った。次いで、被害状況の調査と原因の分析、安全性の確保及びシ

ステムの復旧対策等について、ＣＩＳＯを本部長とする「情報セキュリテ

ィ対策本部」を設置し、速やかに対応策を進めてきた。また外部有識者、

内部委員を委員とする「情報システムに対する不正なアクセスに関する調

査委員会」を設置し、被害の範囲、原因の分析及び再発防止のために今後

取り組む対策等について、報告書をまとめている。 

 

（２）再発防止のために今後取り組む対策 

同調査委員会の報告書を踏まえ、顕在化した研究所の情報システムの脆

弱性と運用体制の問題について、被害範囲、原因の分析と考察を行い、経

済産業省他関係機関等と連携、調整を行い、抜本的な再発防止策を速やか

に講ずることとしている。具体的には、①多要素認証の導入、②内部ネッ

トワークの分離と監視強化、③パスワードの取り扱い等の運用ルールの見

直し、④事業継続計画（ＢＣＰ）の見直しと外部委託業者に対する管理方

法の改善、及び⑤ＣＩＳＯのガバナンスが働くような組織体制の見直しに

ついて、計画的な改善を進めることとしている。 

 

今後は、対応策の早期実施に向けて、アクションプランの策定とともに予算

の配分、人的リソースの投入など、迅速な対応策の実施を求めたい。この対応

策の進捗状況については、平成 30事業年度以降の監事監査計画の重要な監査

項目として位置付ける。 

 

Ⅴ  監査報告を作成した日 

 

平成 30年６月 27日 

 

平成 30年６月 27日 

国立研究開発法人産業技術総合研究所  

 

 監事   渡 邉 修 治  

 

監事   風 間 澄 之  


